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(1) 県内企業の技術革新（イノベーション）による新たな価値創出の加速 

   ○ 有機エレクトロニクスやバイオ関連などの世界最先端の技術分

野における産業集積の促進 

  ○ 新規参入のための各種認証の取得支援、産学官連携のコーディ

ネート、生産効率の改善・販路開拓の支援などによる成長期待

分野をけん引する中核企業の育成 

  ○ 「山形県ＩｏＴ推進ラボ」を通じた産学官金連携によるＩｏＴ

等の普及啓発や活用の促進 

   ○ 若者や女性等が能力を活かすことのできる本社機能や研究開発

機能の誘致及び本県の強みを活かせる分野等を重点とした企業

誘致の推進 

 

(2) 中小企業等の稼ぐ力の維持・強化 

   ○ 「中小企業スーパートータルサポ補助金」による経営力強化に

向けた研究開発から設備投資、販路開拓までの一貫した支援 

   ○ 若者や女性、ＵＩターン希望者などによる創業の促進、円滑な

事業承継に対する支援、小規模事業者の持続化支援の強化 

   ○ 中小企業の円滑な事業展開や経営基盤の安定化などに資する商

工業振興資金融資制度の充実 

  ○ 消費税率の引上げによる産業活動への影響に対応するための支

援 

 

(3) 県産品の販路拡大 

   ○ 「メイドイン山形」のブランドを県内外に発信するための戦略

的なプロモーションの展開、関西圏アンテナショップ設置に向

けた調査・検討 

  ○ 地場産業・伝統的工芸品産業の販路拡大や後継者育成、大学や

専門家と連携したきめ細かな支援の実施、デザインを活かした

魅力的な製品開発の促進 

  ○ 「日本一美酒県 山形」の知名度の更なる向上、日本酒を核と

した県産品の販路拡大 

■ 新たな価値の創造・拡大・発信による活力ある産業の集積 
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(4) 産業人材の確保・育成と働き方改革の推進 

   ○ 県内企業の持続的な成長のための、多様な人材の確保と生産性

向上による早急な人手不足対策の推進 

  ○ 非正規労働者の正社員化や所得向上の促進のための県独自の奨

励金支給や「働き方改革」推進に向けた普及啓発、相談・支援

体制の充実 

   ○ 若者の県内定着・回帰に向けた就職情報サイトの運営、Ｕター

ン希望者の就職活動への支援、関係機関や首都圏の大学等と連

携した地方創生インターンシップの推進、新卒者等の早期離職

防止に向けた交流会等の実施 
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　部局名：商工労働部

１　主な要求事業

（単位：百万円）

・新たな価値の創造・拡大・発信による活力ある産業の集積

　(１) 県内企業の技術革新（イノベーション）による新たな価値創出の加速

番号 担 当 課 事　　業　　名

平成31年度

当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

1

工業戦略技

術振興課

有機エレクトロニクス関連

産業集積促進事業費

157

有機ＥＬディスプレイ分野や照明分野への参入のため

の実証と事業化の支援、有機エレクトロニクス関連産

業の集積促進

2

工業戦略技

術振興課

先端生命科学研究所教育研

究支援事業費

350

慶應義塾大学先端生命科学研究所における研究教育活

動への支援

3

工業戦略技

術振興課

バイオクラスター形成促進

事業費

89

○

一部

慶應義塾大学先端生命科学研究所の研究成果を活用し

た県内企業による事業化の促進及び合成クモ糸繊維関

連産業の集積及びバイオ関連産業の事業拡大・成長に

向けた支援

4

工業戦略技

術振興課

がんメタボローム研究推進

支援事業費

107

国立がん研究センターと慶應義塾大学先端生命科学研

究所が連携して実施するがんメタボローム研究への支

援

5

工業戦略技

術振興課

成長分野参入総合支援事業

費

73

○

一部

新規参入のための各種認証の取得支援、産学官連携の

コーディネート、生産効率の改善・販路開拓の支援な

どによる成長期待分野をけん引する中核企業の育成

6

工業戦略技

術振興課

自動車関連産業集積促進事

業費

20

県内企業の取引拡大に向けた商談会の開催、自動車

メーカーＯＢによる県内企業への個別指導等

7

工業戦略技

術振興課

ＩｏＴ関連製品支援施設整

備事業費

913

○

一部

電子デバイスの試作品の評価、不具合解析をワンス

トップで支援するＩｏＴ製品評価センター（仮称）の

整備

8

工業戦略技

術振興課

情報サービス産業振興事業

費

9

○

一部

「山形県ＩｏＴ推進ラボ」を通じた県内企業へのＩｏ

Ｔ等の導入促進

9

工業戦略技

術振興課

企業立地促進事業費 2,933

県外から新たに進出する企業の設備投資及び県内企業

による増設等への支援

　(２) 中小企業等の稼ぐ力の維持・強化

番号 担 当 課 事　　業　　名

平成31年度

当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

10

中小企業振

興課

中小企業スーパートータル

サポ事業費（基金事業含

む）

359

中小企業スーパートータルサポ補助金による研究開発

から設備投資、販路開拓までの一貫した支援

11

中小企業振

興課

創業者・小規模事業者総合

応援事業費

66

○

一部

若者や女性、ＵＩターン希望者などによる創業の促

進、ネットワーク構築と支援体制整備による円滑な事

業承継、小規模事業者の経営基盤強化への支援

12

中小企業振

興課

若者創業応援プロジェクト

事業費

14

○

一部

高校生等を対象にした起業家マインドの醸成、新たな

発想と意欲を持つ若者向けのビジネスプラン作成支

援、先輩事業者や後継者不在企業へのインターンの実

施

13

工業戦略技

術振興課

ものづくりベンチャー創出

支援事業費

23 山形大学との連携によるベンチャー企業の創出・育成

14

中小企業振

興課

商工業振興資金融資事業費 58,201

○

一部

中小企業の円滑な事業展開や経営基盤の安定化などに

資する商工業振興資金融資制度の原資貸付

※新規融資枠  750億円

15

中小企業振

興課・

商業・県産

品振興課

小規模事業者消費税対策推

進事業費

133 ○

消費税率の引上げによる、小規模事業者における軽減

税率への対応、地域単位でのキャッシュレス決済の導

入、商店街における消費喚起策への支援

平成３１年度当初予算　主な要求事業等一覧
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　(３) 県産品の販路拡大

番号 担 当 課 事　　業　　名

平成31年度

当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

16

産業政策課

商業・県産

品振興課

届けよう山形の魅力プロ

ジェクト事業費

79

「メイドイン山形」のブランドを県内外に発信するた

めの戦略的なプロモーションの展開、関西圏アンテナ

ショップ設置に向けた調査・検討

17

商業・県産

品振興課

「日本一美酒県　山形」推

進プロジェクト事業費

13 ○

ＩＷＣ「ＳＡＫＥ部門」やまがた開催を契機とした県

産酒や食を発信する『「日本一美酒県　山形」フェア

（仮称）』の開催等

18

工業戦略技

術振興課

デザイン振興事業費 6

○

一部

山形エクセレントデザインの選定・顕彰を中心とした

販路開拓支援、大学との協働による雪関連イノベー

ションの創出

19

商業・県産

品振興課

地場産業活性化総合支援事

業費

15

地場産業・伝統的工芸品の産地組合等が行う販路開拓

や後継者育成に対する支援

20

商業・県産

品振興課

伝統工芸品販路開拓事業費 8 ○

大学や専門家と連携したきめ細かな支援による伝統工

芸品の販路開拓

21

商業・県産

品振興課

山形応援寄付金受入事業費 162

山形応援寄付金（ふるさと納税）を契機とした県産品

の知名度向上と販路拡大

　(４) 産業人材の確保・育成と働き方改革の推進

番号 担 当 課 事　　業　　名

平成31年度

当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

22 産業政策課

山形県若者定着支援基金運

営事業費

349

本県の中核企業等を担う人材の確保と若者の県内定着

を図る奨学金返還支援制度の運営

23

産業政策

課・中小企

業振興課・

工業戦略技

術振興課・

雇用対策課

人材確保・生産性向上推進

事業費

100 ○

喫緊の人手不足へ対応するための、若者や女性、高齢

者、障がい者等の多様な人材と企業とのマッチング支

援及び新たな外国人在留資格の創設を見据えた企業向

け相談窓口の設置、県内企業の生産性を向上するため

のロボット導入支援の強化等

24 雇用対策課 県内定着・回帰促進事業費 20

若者の県内定着・回帰に向けた就職情報サイトの運

営、関係機関や首都圏の大学等と連携した地方創生イ

ンターンシップの推進、新卒者等の早期離職防止に向

けた交流会等の実施

25 雇用対策課

若者就職支援センター事業

費

40

若者の就職を在学中から職場定着まで一貫して支援す

る若者就職支援センターの運営

26 雇用対策課

非正規雇用労働者正社員

化・所得向上促進事業費

263

○

一部

正社員化や所得向上を促進するための県独自の奨励金

の支給、働き方改革の普及啓発等の実施

27 雇用対策課 離転職者職業訓練事業費 289

離転職者の早期再就職や障がい者の就業を支援するた

めの職業訓練の実施

28 雇用対策課

認定職業訓練施設助成事業

費

89

中小企業事業主等が公共職業訓練と同一基準で実施す

る職業訓練に対する支援
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